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第七次看護職員需給見通しについて 

 

１ 需給見通し策定の必要性 
  国は、「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づく看護師等の確保を促進す 

るための措置に関する基本的指針において、医療提供体制等を踏まえた需給見通しに基 

づいて看護師等の養成を図ることが求められており、看護職員の需給見通しは、看護職 

員確保の基本的な資料として、概ね５年毎に通算６回にわたり策定してきたところであ 

る。 

  第六次の看護職員需給見通しは、看護職員の業務密度、負担が高くなっていること、 

患者本位の質の高い医療サービスを実現する必要があることから、看護職員を質・量と 

もに確保することが求められていることを踏まえ、平成１８年から平成２２年までの５

年間の需給見通しを策定したところである。 

  一方、平成２１年３月にとりまとめられた厚生労働大臣主催の「看護の質の向上と確 

保に関する検討会中間とりまとめ」では、①少子化による養成数の減少などを踏まえた 

長期的な需給見通しについてや、②看護職員の確保のために、働く意向がある潜在看護 

職員を把握する仕組みづくり、多様な勤務形態の導入や院内保育所の整備などにより就 

労継続及び再就業の支援体制を強化することなどの推進策が求められ、これらを総合的 

に勘案して第七次看護職員需給見通しを策定することとされたところである。 

  これらを踏まえ、平成２３年以降についても、引き続き需給見通しを策定するもので

ある。 

 

２ 策定の方法 
（１）策定の考え方 

  ① 今後の医療ニーズの増大や看護の質の向上が求められていることに鑑み、看護職 

   員の就業の現状と同時に、各施設における看護の質の向上や勤務環境の改善などを 

   見込んだ場合の看護職員の需要数について把握するが、供給については、一定の政 

   策効果も加味する。 

  ② 実態を適切に把握するため、各施設の協力を得て、より精度の高い調査の実施に 

   努める。 

    なお、算定に当たっては、看護職員全体を積み上げることとするが、助産師につ

いては再掲とする。 

（２）調査の方法 

   都道府県は、需要数・供給数について都道府県毎に積み上げを行い、厚生労働省で

取りまとめる。 

 

（３）調査票の記入者 

   看護担当責任者（看護部長等）が記載する。なお、提出にあたっては、各施設（所）

長に了承を得るものとする。 

 

（４）需要数の推計方法 
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  ① 看護職員の需要数を施設ごとに推計する。 

  ② 各施設における看護の質の向上や勤務環境の改善などを見込む。（なお、平成 

２２年に施行される保健師助産師看護師法及び看護師等の人材確保の促進に関する

法律の改正についても留意する。） 

 

 

   ※ 短時間正規雇用職員及び非常勤職員については、需給見通しの策定に当たり、 

    所定労働時間を基に常勤換算する。 

   ※ 常勤換算については、就業時間を各施設の週の所定労働時間で除して算出する。 

     なお、常勤換算方法の具体例については調査票に記載する。 

      ※ 各都道府県において需要数を積み上げて推計する場合に、未提出・未記入施設 

    や抽出調査の推計に当たっては、提出・記入のあった全施設や抽出調査のあった 

    全施設を積み上げた計数の伸び率を勘案して推計する。 

 

（５）供給数の推計方法 

   平成２３年から平成２７年の供給数は、都道府県が推計するものとする。 

なお、算定の考え方は次のとおりとする。 

   年当初就業者数＋新卒就業者数＋再就業者数－退職等による減少数                                    

      ※ 常勤及び非常勤の実人員を把握する。また、同様に、短時間正規雇用職員及び 

    非常勤職員については、需給見通しの策定に当たり、所定労働時間を基に常勤 

    換算する。 

※ 「年当初就業者数」は、本実態調査の就業者数（6/1 現在）、同年実施の医 

    療監視又は県で把握している従事者数とする。 

   ※ 「新卒就業者数」は、県内新卒に県外からの新卒転入者数を加えた数とする。 

      県内新卒：卒業見込数に県内就職率を乗じた数 

      新卒転入者：年当初就業者数に新卒転入者率を乗じた数 

     ※  「再就業者数」は、年当初就業者数に再就業率を乗じた数とする。 

           再就業率：本実態調査の再就業者の実績又は各都道府県ナースセンターの就 

           職率 

   ※ 退職者数は、年当初就業者数に退職者率を乗じた数とする。 

           退職者率：本実態調査の退職者の実績 

 

（６）見通し期間 
   平成２３年から平成２７年までとする（５年間）。 

 

 

（７）都道府県の需給見通し結果報告期限 

   平成２１年９月から、各都道府県において調査に着手し、調査票の｢１．基本情報｣、

｢２．就業状況｣、｢３．今後の看護職員配置計画｣については平成２２年２月１５日ま

でに集計の上、需給見通しを作成し、厚生労働省に提出する。調査票の｢４．看護職員
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確保に関する情報｣については平成２２年３月末日までに集計のうえ、厚生労働省に提

出する。 

 

３ 各都道府県の調査方法 

（１）実態調査の実施方法 

   各調査対象施設に調査票を送付し、各施設が現状及び今後の経営方針を踏まえて記

入したものの集計を踏まえ、都道府県が取りまとめる。 

  ① 以下の施設については、全数調査を基本とする。  

    病院、有床診療所、介護老人保健施設、訪問看護ステーション、助産所、 

介護老人福祉施設、看護師等学校養成所、保健所、市町村、その他行政機関 

  ② 以下については、既存統計資料の活用又は抽出調査でも可とする。 

    無床診療所、介護保険関係施設等（介護療養型医療施設、介護老人保健施設、 

介護老人福祉施設を除く）、地域包括支援センター、社会福祉施設、事業所 

（行政機関を除く）、研究機関、その他 

 

（２）調査項目 

  ① 需給見通しの策定に直接関係のある調査項目に加え、各施設における看護職員の

離職防止策の取組など、看護職員確保対策の参考となる調査項目を盛り込んだ調査

とする。 

  ② 各都道府県においては、必要に応じて、地域の特性を考慮し、独自の調査項目を

追加する。 

 

  ※ 各都道府県において、関係団体、有識者、住民代表等の参加協力を得て、需給見 

   通しに係る検討の場を設置（既存の審議会等の活用を含む）しても差し支えない。 

 

 

４ 需要数の推計 

（１）推計の留意事項 

    現状を踏まえ、実現可能と判断される場合の需要人員数を推計することとし、各施設

とも以下を考慮するものとする。 

①  看護の質の向上 

      ア 看護職員の配置の充実   

   イ 研修体制の充実     等 

②  勤務環境の改善 

   ア 育児休業、介護休業   

   イ 年次有給休暇      等 

 

（２）施設毎の推計の考え方 

 ① 病 院 
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  現状及び以下の病床数や各部門の事由を考慮し推計する。 

  ア 病床数 

   ・ 病床過剰地域については、増床しないことを基本とする。 

   ・ 病床非過剰地域については、基準病床の範囲内において、具体的に整備の計画 

   がされているものを基本とする。 

   ・ 医療計画や医療費適正化計画等の改正や見直しについては、把握している限り 

    においてその整合性を配慮する。 

   

イ 各部門等 

   ・ 病棟部門 

     医療の高度化や在院日数の短縮化等を踏まえた看護体制（施設基準）を考慮す 

    る。 

     産科・産婦人科病棟においては、分娩件数、産前・産後のケア、育児不安への 

    対応等を考慮する。 

     院内助産所の設置及び助産師の配置を考慮する。 

   ・ 外来部門 

     医療ニーズの高い外来患者や日帰り手術の増加などを考慮する。 

助産師外来の設置及び助産師の配置を考慮する。 

・ 病院管理・看護管理部門 

          病床規模に応じた専任のリスクマネジャーや地域医療連携のための担当者、 

    労務管理・研修企画などのマネジメント機能の強化などを考慮する。 

   ・ 訪問看護部門  

     在宅ケアの推進を考慮する。 

   ・ その他 

          研修体制の充実・見直し等 

 

 ② 診療所 

  ア 有床診療所 

    現状及び今後の動向を踏まえて推計する。 

    特に、産科診療所においては、分娩件数、産前・産後のケアを考慮する。 

  イ 無床診療所 

    現状及び今後の動向を踏まえて推計する。 

 

 ③ 助産所 

   現状及び今後の動向を踏まえて推計する。 

 

 

 ④ 訪問看護ステーション  

   医療ニーズの高い在宅療養者の増加等今後の需要状況を踏まえて推計する。 
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   介護予防における医療と介護の連携など介護保険事業支援計画の見直し等について 

  は、把握している限りにおいてその整合性を配慮する。 

 

 ⑤ 介護保険関係（訪問看護ステーションを除く。） 

   介護予防における医療と介護の連携など介護保険事業支援計画の見直し等について 

  は、把握している限りにおいてその整合性を配慮する。 
  ア 介護療養型医療施設 

  イ 介護老人保健施設 

  ウ 介護老人福祉施設 

    入所者の状態に応じ、夜間配置を考慮する。 

  エ 居宅サービス 

     デイサービス、デイケア、ショートステイ、グループホーム、ケアハウス、 

    在宅介護支援センター等 

  オ 地域包括支援センター 

 

 ⑥ ⑤ウ、エ以外の社会福祉施設及び在宅サービス 

   現状及び今後の動向を踏まえて推計する。 

     児童福祉施設、知的障害者援護施設、精神障害者社会復帰施設、 

身体障害者更生援護施設 

 

 ⑦ 看護師等学校養成所 

   看護師等学校養成所の新設・廃止等の状況を踏まえて推計する。 

   実習指導の充実を考慮する。 

 

 ⑧ 保健所・市町村 

   現状及び今後の動向を踏まえて推計する。 

 

 ⑨ 事業所、研究機関等 

   現状及び今後の動向を踏まえて算定する。 

 

５ 供給数の推計 

（１）新卒就業者数 

   学校養成所の新設、廃止等の予定、学生・生徒の入卒状況、進学、就業動向を踏ま 

  えて推計する。 

   新卒者の域外流出・流入については、厚生労働省から提示する入学状況及び卒業生 

  就業状況調査結果を考慮する。 

 

（２）再就業者数 

   実態調査及びナースバンク、職業安定所（ハローワーク）等を通じて把握した再就
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業者数の現状及び今後の動向を踏まえて推計する。 

 

（３）退職等による減少数 

   退職、他の都道府県への移動等による減少を踏まえて推計する。 

 

６ 需給見通し結果 

看護職員の需要見通しは、平成２３年の約１４０万４千人から、平成２７年には約１

５０万１千人に増加するとの見込み（約６．９％の伸び率）。 

 

病院については、約９０万人から約９６万６千人、診療所については約２３万２千人

から約２４万２千人、訪問看護ステーションについては、約２万８千人から約３万３千

人、介護保険関係については約１５万３千人から約１６万５千人に増加するとの見込

み。 

 

看護職員の供給見通しは、平成２３年の約１３４万８千人から、平成２７年には約１

４８万６千人に増加するとの見込み（約１０．２％の伸び率）。 

 

当初就業者数については、約１３２万１千人から約１４４万８千人、新卒就業者数に

ついては約５万人から約５万３千人、再就業者数については約１２万３千人から約１３

万７千人、退職等による減少数については約１４万５千人から約１５万２千人との見込

み。 

 

７ 今後の課題等 

・より的確な需給見通しを策定していくために、今後、需給見通し期間に実際に生じた

看護職員の需要数についても把握できるよう検討する必要がある。 

・今後医療提供体制に大きな変革が行われた場合、新たな需給見通しを策定する必要が

あるかについては、その時点において判断すべきである。 

・５年間の看護職員需給見通しに加え、今般新たに長期的な需給見通しの推計について

も検討を実施したが、今後の需給見通しの策定に当たって更なる検討を進めることが必

要である。 

・看護師等の人材確保の促進に関する法律において、国の責務として看護師等の確保の

促進に必要な措置を講ずるよう努めなければならないことが規定されているが、必要と

なる財源の確保を図っていくことは極めて重要である。 

・今後、我が国が人口減少の局面を迎えていく中で、国を始め地方公共団体、病院等の

開設者等広く関係者が力を合わせて、看護職員の確保対策を着実に講じていくことを強

く期待する。 
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平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

1,404,300 1,430,900 1,454,800 1,477,700 1,500,900

①　病 院 899,800 919,500 936,600 951,500 965,700

② 診 療 所 232,000 234,500 237,000 239,400 242,200

③ 助 産 所 2,300 2,300 2,400 2,400 2,400

④
訪 問 看 護
ス テ ー シ ョ ン

28,400 29,700 30,900 32,000 33,200

⑤ 介 護 保 険 関 係 153,300 155,100 157,300 160,900 164,700

⑥
社会福祉施設、
在宅サービス

（⑤を
除く）

19,700 20,400 20,900 21,500 22,100

⑦
看 護 師 等
学 校 養 成 所

17,600 17,700 17,700 17,800 17,900

⑧ 保健所・市町村 37,500 37,600 37,800 38,000 38,200

⑨ 事業所、研究機関等 13,800 14,000 14,100 14,300 14,500

1,348,300 1,379,400 1,412,400 1,448,300 1,486,000

①　年当初就業者数 1,320,500 1,348,300 1,379,400 1,412,400 1,448,300

② 新 卒 就 業 者 数 49,400 50,500 51,300 52,400 52,700

③ 再 就 業 者 数 123,000 126,400 129,600 133,400 137,100

④
退 職 等 に よ る
減 少 数

144,600 145,900 147,900 149,900 152,100

56,000 51,500 42,400 29,500 14,900

96.0% 96.4% 97.1% 98.0% 99.0%

注）四捨五入のため、各項目の数値の合計等は一致しない。

（供給見通し／需要見通し）

第七次看護職員需給見通し
（単位：人、常勤換算）

区  　　　　　分

需　要　見　通　し

供　給　見　通　し

需要見通しと供給見通しの差
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平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

1,541,000 1,570,300 1,597,800 1,623,800 1,650,200

①　病 院 938,300 958,800 977,500 993,400 1,008,700

② 診 療 所 280,500 283,800 286,900 289,700 293,200

③ 助 産 所 2,700 2,800 2,800 2,800 2,900

④
訪 問 看 護
ス テ ー シ ョ ン

36,400 38,000 39,500 41,000 42,400

⑤ 介 護 保 険 関 係 182,800 185,400 188,400 193,000 197,900

⑥
社会福祉施設、
在宅サービス

（⑤を
除く）

22,900 23,700 24,400 25,100 25,800

⑦
看 護 師 等
学 校 養 成 所

18,900 19,000 19,000 19,100 19,100

⑧ 保健所・市町村 42,400 42,700 42,900 43,100 43,300

⑨ 事業所、研究機関等 16,000 16,200 16,400 16,600 16,800

1,481,200 1,516,700 1,554,600 1,595,900 1,639,700

①　年当初就業者数 1,449,200 1,481,200 1,516,700 1,554,600 1,595,900

② 新 卒 就 業 者 数 50,900 52,100 52,900 54,000 54,400

③ 再 就 業 者 数 140,400 144,500 148,400 153,000 157,700

④
退 職 等 に よ る
減 少 数

159,400 161,000 163,300 165,700 168,300

59,800 53,600 43,200 27,800 10,500

96.1% 96.6% 97.3% 98.3% 99.4%

注）四捨五入のため、各項目の数値の合計等は一致しない。

（供給見通し／需要見通し）

参考　第七次看護職員需給見通し
（単位：人、実人員）

区  　　　　　分

需　要　見　通　し

供　給　見　通　し

需要見通しと供給見通しの差
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平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

31,900 32,800 33,600 34,300 34,900

①　病 院 21,300 22,100 22,700 23,200 23,700

② 診 療 所 6,100 6,300 6,400 6,500 6,600

③ 助 産 所 2,200 2,200 2,200 2,200 2,300

④
訪 問 看 護
ス テ ー シ ョ ン

-         -         -         -         -         

⑤ 介 護 保 険 関 係 -         -         -         -         -         

⑥
社会福祉施設、
在宅サービス

（⑤を
除く）

-         -         -         -         -         

⑦
看 護 師 等
学 校 養 成 所

1,700 1,800 1,700 1,800 1,800

⑧ 保健所・市町村 500 500 500 500 500

⑨ 事業所、研究機関等 0 0 0 0 0

30,100 31,200 32,300 33,400 34,400

①　年当初就業者数 29,000 30,100 31,200 32,300 33,400

② 新 卒 就 業 者 数 1,700 1,700 1,700 1,800 1,800

③ 再 就 業 者 数 2,500 2,600 2,700 2,800 2,800

④
退 職 等 に よ る
減 少 数

3,200 3,300 3,300 3,400 3,500

1,800 1,700 1,300 900 500

94.4% 95.1% 96.1% 97.4% 98.6%

注）四捨五入のため、各項目の数値の合計等は一致しない。

（供給見通し／需要見通し）

第七次看護職員需給見通し（再掲　助産師）
（単位：人、常勤換算）

区  　　　　　分

需　要　見　通　し

供　給　見　通　し

需要見通しと供給見通しの差
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（単位：人、常勤換算）

需要数 供給数 需要数 供給数

01北海道 76,845.0 72,490.0 4,355.0 94.3% 80,592.0 78,869.0 1,723.0 97.9%

02青森県 19,829.8 18,927.8 901.9 95.5% 21,237.3 21,090.5 146.8 99.3%

03岩手県 16,592.5 15,824.4 768.1 95.4% 17,170.6 16,433.2 737.4 95.7%

04宮城県 24,457.1 23,819.7 637.4 97.4% 26,687.5 26,640.7 46.8 99.8%

05秋田県 13,702.2 13,562.7 139.5 99.0% 14,264.1 14,250.9 13.2 99.9%

06山形県 14,604.0 13,670.1 933.9 93.6% 14,907.3 14,457.7 449.6 97.0%

07福島県 24,410.0 24,156.0 254.0 99.0% 25,581.0 25,565.0 16.0 99.9%

08茨城県 27,884.8 25,555.9 2,328.9 91.6% 30,043.8 29,078.7 965.1 96.8%

09栃木県 20,650.4 19,887.6 762.8 96.3% 21,595.4 21,109.8 485.6 97.8%

10群馬県 22,287.7 21,910.5 377.2 98.3% 24,542.1 23,616.9 925.2 96.2%

11埼玉県 49,847.7 48,917.8 929.9 98.1% 55,626.1 54,536.8 1,089.3 98.0%

12千葉県 45,887.3 43,456.8 2,430.5 94.7% 50,891.6 49,410.0 1,481.6 97.1%

13東京都 115,462.0 112,839.0 2,623.0 97.7% 120,575.0 120,575.0 0.0 100.0%

14神奈川県 73,160.0 59,110.0 14,050.0 80.8% 81,118.0 79,340.0 1,778.0 97.8%

15新潟県 26,793.0 26,613.0 180.0 99.3% 28,440.0 28,454.0 △ 14.0 100.0%

16富山県 14,129.9 13,777.6 352.3 97.5% 14,936.9 14,834.6 102.3 99.3%

17石川県 16,579.1 16,202.8 376.3 97.7% 17,534.7 17,485.3 49.4 99.7%

18福井県 10,740.6 10,467.8 272.8 97.5% 11,526.6 11,360.6 166.0 98.6%

19山梨県 9,046.1 8,844.4 201.7 97.8% 9,481.6 9,385.4 96.2 99.0%

20長野県 24,307.0 23,578.0 729.0 97.0% 25,833.8 25,568.0 265.8 99.0%

21岐阜県 20,624.9 19,244.3 1,380.6 93.3% 22,213.9 21,916.4 297.5 98.7%

22静岡県 35,198.8 33,785.5 1,413.3 96.0% 37,208.5 36,348.3 860.2 97.7%

23愛知県 69,327.4 65,147.1 4,180.3 94.0% 74,656.9 73,870.1 786.7 98.9%

24三重県 18,207.3 17,645.0 562.3 96.9% 20,226.1 20,295.0 △ 68.9 100.3%

25滋賀県 13,235.1 13,142.7 92.4 99.3% 14,433.7 14,393.2 40.5 99.7%

26京都府 28,581.3 28,357.0 224.3 99.2% 30,780.9 30,780.0 0.9 100.0%

27大阪府 88,909.0 85,250.0 3,659.0 95.9% 98,553.0 99,508.0 △ 955.0 101.0%

28兵庫県 60,193.9 58,954.4 1,239.4 97.9% 64,817.5 64,774.2 43.2 99.9%

29奈良県 14,157.0 13,365.0 792.0 94.4% 15,924.0 16,002.0 △ 78.0 100.5%

30和歌山県 13,816.4 13,196.6 619.8 95.5% 14,610.8 14,354.6 256.2 98.2%

31鳥取県 8,328.0 8,052.0 276.0 96.7% 8,832.0 8,594.0 238.0 97.3%

32島根県 10,687.6 10,352.8 334.7 96.9% 11,226.7 10,981.8 244.9 97.8%

33岡山県 25,522.1 24,917.1 605.0 97.6% 26,818.6 26,745.4 73.2 99.7%

34広島県 41,948.8 40,563.4 1,385.4 96.7% 44,378.1 43,785.7 592.4 98.7%

35山口県 21,222.0 20,846.0 376.0 98.2% 22,463.0 22,380.0 83.0 99.6%

36徳島県 12,406.4 11,958.8 447.6 96.4% 12,973.7 12,876.4 97.3 99.3%

37香川県 14,218.3 13,840.0 378.3 97.3% 14,853.2 14,786.0 67.2 99.5%

38愛媛県 19,622.7 19,466.0 156.7 99.2% 19,979.6 19,803.1 176.5 99.1%

39高知県 12,989.1 12,766.0 223.1 98.3% 13,491.6 13,445.6 46.0 99.7%

40福岡県 76,522.7 76,002.3 520.4 99.3% 80,633.9 80,566.4 67.5 99.9%

41佐賀県 13,640.5 13,043.2 597.3 95.6% 14,420.5 13,988.9 431.6 97.0%

42長崎県 24,422.0 23,565.0 857.0 96.5% 24,993.0 24,534.0 459.0 98.2%

43熊本県 29,030.8 28,459.4 571.4 98.0% 31,284.2 31,262.8 21.4 99.9%

44大分県 19,050.6 18,787.0 263.6 98.6% 19,878.6 19,709.0 169.6 99.1%

45宮崎県 18,833.1 18,520.3 312.8 98.3% 19,949.6 19,881.6 68.0 99.7%

46鹿児島県 29,064.9 28,617.3 447.6 98.5% 30,580.0 30,451.1 128.9 99.6%

47沖縄県 17,337.0 16,823.8 513.2 97.0% 18,124.9 17,926.8 198.1 98.9%

第七次看護職員需給見通し都道府県別

区分
平成２３年 平成２７年

需要見通しと供給見通しの差 需要見通しと供給見通しの差
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（単位：人、常勤換算）

需要数 供給数 需要数 供給数

01北海道（助） 1,561.0 1,493.0 68.0 95.6% 1,651.0 1,641.0 10.0 99.4%

02青森県（助） 345.7 302.7 42.9 87.6% 359.8 337.4 22.4 93.8%

03岩手県（助） 324.4 303.6 20.8 93.6% 332.6 313.5 19.1 94.3%

04宮城県（助） 648.0 605.6 42.4 93.5% 703.5 694.5 9.0 98.7%

05秋田県（助） 333.9 328.9 5.0 98.5% 344.6 354.3 △ 9.7 102.8%

06山形県（助） 344.4 326.1 18.3 94.7% 356.4 347.1 9.3 97.4%

07福島県（助） 474.0 472.0 2.0 99.6% 519.0 532.0 △ 13.0 102.5%

08茨城県（助） 584.4 525.8 58.6 90.0% 676.0 651.7 24.3 96.4%

09栃木県（助） 421.8 387.6 34.2 91.9% 523.8 485.2 38.6 92.6%

10群馬県（助） 400.8 395.2 5.6 98.6% 422.6 414.2 8.4 98.0%

11埼玉県（助） 1,149.9 1,125.8 24.1 97.9% 1,260.5 1,255.4 5.1 99.6%

12千葉県（助） 1,155.7 929.5 226.2 80.4% 1,319.8 1,030.4 289.4 78.1%

13東京都（助） 3,776.0 3,606.0 170.0 95.5% 3,947.0 3,947.0 0.0 100.0%

14神奈川県（助） 1,760.0 1,640.0 120.0 93.2% 2,161.0 2,116.0 45.0 97.9%

15新潟県（助） 797.0 796.0 1.0 99.9% 833.0 864.0 △ 31.0 103.7%

16富山県（助） 329.7 314.0 15.7 95.3% 365.6 340.5 25.1 93.1%

17石川県（助） 352.5 333.5 19.0 94.6% 386.9 372.4 14.5 96.3%

18福井県（助） 224.1 204.9 19.2 91.4% 251.9 224.5 27.4 89.1%

19山梨県（助） 201.4 196.6 4.8 97.6% 223.5 231.8 △ 8.3 103.7%

20長野県（助） 650.8 626.3 24.5 96.2% 720.4 705.2 15.2 97.9%

21岐阜県（助） 560.0 463.0 97.0 82.7% 634.1 618.8 15.3 97.6%

22静岡県（助） 976.7 950.6 26.1 97.3% 1,082.1 1,160.3 △ 78.2 107.2%

23愛知県（助） 1,806.7 1,674.7 132.0 92.7% 1,957.7 1,927.5 30.2 98.5%

24三重県（助） 348.4 303.0 45.4 87.0% 427.2 387.7 39.5 90.8%

25滋賀県（助） 373.4 349.4 24.0 93.6% 405.4 391.4 14.0 96.5%

26京都府（助） 772.0 764.3 7.7 99.0% 863.4 878.3 △ 14.9 101.7%

27大阪府（助） 2,376.0 2,261.0 115.0 95.2% 2,511.0 2,807.0 △ 296.0 111.8%

28兵庫県（助） 1,391.9 1,352.7 39.2 97.2% 1,585.2 1,577.1 8.1 99.5%

29奈良県（助） 319.0 315.0 4.0 98.7% 396.0 399.0 △ 3.0 100.8%

30和歌山県（助） 288.7 266.3 22.4 92.2% 311.8 319.1 △ 7.3 102.3%

31鳥取県（助） 251.0 244.0 7.0 97.2% 256.0 260.0 △ 4.0 101.6%

32島根県（助） 283.5 239.7 43.7 84.6% 297.7 291.6 6.2 97.9%

33岡山県（助） 448.8 398.6 50.2 88.8% 494.9 490.7 4.2 99.2%

34広島県（助） 796.9 738.9 58.0 92.7% 853.9 820.0 33.9 96.0%

35山口県（助） 361.0 355.0 6.0 98.3% 400.0 359.0 41.0 89.8%

36徳島県（助） 228.8 217.2 11.6 94.9% 242.0 243.0 △ 1.0 100.4%

37香川県（助） 264.1 244.1 20.0 92.4% 295.4 268.5 26.9 90.9%

38愛媛県（助） 272.5 254.3 18.2 93.3% 288.5 280.2 8.3 97.1%

39高知県（助） 169.9 166.2 3.7 97.8% 177.9 178.1 △ 0.2 100.1%

40福岡県（助） 1,193.7 1,187.1 6.6 99.4% 1,264.8 1,241.9 22.9 98.2%

41佐賀県（助） 229.3 184.9 44.4 80.6% 263.0 201.8 61.2 76.7%

42長崎県（助） 398.0 367.0 31.0 92.2% 411.0 410.1 0.9 99.8%

43熊本県（助） 423.0 391.9 31.1 92.7% 436.8 434.1 2.7 99.4%

44大分県（助） 295.7 281.0 14.7 95.0% 311.2 302.0 9.2 97.0%

45宮崎県（助） 281.8 269.3 12.5 95.6% 330.9 321.8 9.1 97.2%

46鹿児島県（助） 474.9 463.6 11.3 97.6% 506.1 500.0 6.1 98.8%

47沖縄県（助） 470.4 448.9 21.5 95.4% 534.1 494.9 39.2 92.7%

第七次看護職員需給見通し都道府県別（再掲　助産師）

区分
平成２３年 平成２７年

需要見通しと供給見通しの差 需要見通しと供給見通しの差

 


